
目医発第343号（保69）

平成19年7月10日

都道府県医師会長　殿

目本医師会長

　　　唐　澤　祥　人

平成19年における組合員証等の検認について

　　国家公務員共済組合法施行規則（昭和33年大蔵省令第54号）第92条第1

項の規定に基づき、国家公務員共済組合の組合員証等の検認が実施されることにな

り、財務省主計局長より別添のとおり周知方協力依頼がありましたので、ご連絡い

たします。

　平成19年における検認の概要は下記のとおりでありますので、貴会会員への周

知方ご高配賜りたく、よろしくお願い申し上げます。

記

1．組合員証等の検認は平成19年9月から10月までの間（裁判所共済組合にお

いては、平成19年7月から10月までの間）で本部長が定める期間中に実施す

　る。

2．組合は組合員証等の検認を実施するにあたり、組合員若しくは被扶養者の療養

のため又は事務処理等の理由によりやむを得ない場合は、別紙様式により「共済

組合員資格証明書」を発行する。

（添付資料）

・平成19年における組合員証等の検認について

　（平19．7．3　財計第1502号　財務省主計局長通知）



財計第1502号
平成19年7月3日

日本医師会会長殿

財務省主計局長　津　田　　廣　喜

平成19年における組合員証等の検認について

標記のことについて、別紙のとおり実施することとしたので、通知します。

なお、貴関係機関、団体等に対する周知徹底方、よろしくお願い致します。



（別紙）

平成19年における組合員証等の検認について

　国家公務員共済組合法施行規則（昭和33年大蔵省令第54号。以下「施行規則」とい

う。）第92条第1項（第95条第4項、第95条の2第3項、第105条の5第7項、
第105条の7の2第4項、第105条の9第4項及び第125条第2項において準用す
る場合を含む。）の規定に基づき、施行規則第89条、第95条第2項、第95条の2第

1項、第105条の5第4項、第105条の7の2第2項、第105条の9第2項及び第
125条第1項の規定により交付された共済組合員証、遠隔地被扶養者証、高齢受給者証、

特定疾病療養受療証、限度額適用認定証、限度額適用・標準負担額減額認定証、船員組合

員証及び船員被扶養者証（以下「組合員証等」という。）の平成19年における検認は、

下記により実施するものとする。

記

（平成19年における検認について）

1　組合員証等の検認を行うにあたっては、次の点に留意すること。

　①　提出された組合員証等については、組合員原票等と照合して組合員の資格の有無を確

　　　認すること。

　②　被扶養者を有する組合員に係る組合員証等の検認については、被扶養者認定の可否に

　　　つき、施行規則別紙第10号による被扶養者申告書の提出を求め、再確認を行うととも

　　　に、組合員原票等を整備し、無資格者の排除に努めること。

　　③　検認のために回収した組合員証等の療養給付記録欄等の記載事項については、できる

　　　だけ診療報酬請求明細書の諸事項と照査する等適宜の措置を講じ、適正給付が図られる

　　　よう努めること。

　　④　組合は、組合員証等の検認を実施するにつき、組合員若しくは被扶養者の療養のため

　　　又は事務処理等の理由によりやむを得ない場拾は、別紙様式により「共済組合員資格証

　　　明書」を発行し、これらの者の受診に支障のないよう措置を講ずること。

　　　　この場合において、当該共済組合員資格証明書には、組合（保険者）番号を組合員証

　　　における共済組合マード番号の記載方法に準じて記載することとする。

（検認印について）

2　組合員証等の検認は、本年9月から10月までの間（裁判所共済組合においては、本年7
月から10月までの間）で本部長が定める期間中に実施することとし、この証として、組合

員証の第1面の左上に検認年月日（実際に検認した年月日）を示した検認印を押印し、検認

　の事跡を明確にした後、直ちに組合員に交付すること。



別紙様式

共済組合員資一格証明書

@　　　交付年月日　　平成　　年　　月　　日

@　　　有効期間　自平成　　年　　月　　日

@　　　　　　　至平成　　年　　月　　日
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l所　　属

､済組合
名　　称

組合員証

L号番号
氏名及び

ｶ年月日
年　　　月　　　日

組合員
現　住　所

資格取得
N　月　日

年　　　月　　　日

氏名及び

ｶ年月日
年　　　月　　　日

受給者 現　住　所

組合員との

ｱ　　　柄

証明書発行の理由

上記の者は、当組合の組合員（被扶養者）で現に療養を受ける資格を有す

驍ｱとを証明する。

ｽ成　　年　　月　　日

@　　　　　　　　　　　発行機関名称　　　　　　　　　　印

備考　有効期間は、最小限の期間とし、交付の日から1月を超えないものとす

　　る。


